
令
和
７
年
度

一
般
会
計

　

    
財
政
状
況

　

市
で
は
毎
年
２
回
、
市
民
の
皆
さ
ま

に
納
め
て
い
た
だ
い
た
税
金
や
国
・
県

か
ら
の
補
助
金
な
ど
が
、
ど
の
よ
う
に

使
わ
れ
た
の
か
を
お
知
ら
せ
す
る
た
め

に
、
財
政
状
況
を
公
表
し
て
い
ま
す
。

　

今
回
は
、
令
和
７
年
度
末
に
お
け
る

歳
入
歳
出
予
算
の
執
行
状
況
と
、
令
和

７
年
度
中
に
実
施
し
た
主
な
事
業
の
実

施
状
況
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

財政課　28-6007
問い合わせ先

　

歳
入
の
根
幹
で
あ
る
市
税
は
、
前
年

度
に
国
の
経
済
対
策
で
実
施
さ
れ
た
定

額
減
税
の
終
了
な
ど
に
よ
り
、
前
年
度

か
ら
約
５
億
８
４
０
０
万
円
増
加
し
ま

し
た
。
ま
た
、
国
税
収
入
の
増
加
に
伴

い
、
普
通
交
付
税
な
ど
の
地
方
交
付
税

が
約
３
億
９
７
０
０
万
円
の
増
加
と
な

り
ま
し
た
。

　

一
方
で
、
定
額
減
税
に
よ
る
市
税

の
減
収
を
補
う
た
め
に
交
付
さ
れ

て
い
た
地
方
特
例
交
付
金
は
、
約

３
億
７
３
０
０
万
円
の
減
少
と
な
り

ま
し
た
。
ま
た
、
市
債
の
発
行
額
は
、

前
年
度
に
実
施
し
た
大
型
公
共
事
業

が
終
了
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
約

16
億
１
８
０
０
万
円
の
減
少
と
な
り
ま

し
た
。

　

こ
れ
ら
に
よ
り
、
歳
入
総
額
は
前

年
度
か
ら
４
億
５
０
７
６
万
円
（
０
・

９
％
）
減
の
４
７
８
億
７
３
５
２
万
円

と
な
り
ま
し
た
。

歳
入　

４
７
８
億
７
千
万
円

令和 7年度重点事業

その他交付金
32.1 億円

寄附金
22.8 億円

478.7 億円
歳入

国・県支出金
92.2 億円

交付税・譲与税
80.4 億円

使用料など
48.5 億円

市税
165.3 億円

市債
15.5 億円

繰入金
21.9 億円

19％

17％

7％

5％

34％

10％

5％ 3％

物価高対応子育て応援手当支
給事業

地域医療再生事業

医療体制の維持及び強化のため、
2次救急医療を担う医療機関を対
象に、市が指定する 5疾病、6事
業に係る医療体制の提供や高度
医療機器の購入に必要な経費を
補助する制度を開始しました。

国の物価高騰対応重点支援地方
創生臨時交付金を活用し、前年
度に実施した定額減税の調整給
付について、本来給付すべき額
と当初の給付額に差額が生じた
方などに、不足分を追加給付し
ました。

国が掲げる「強い経済」を実現
する総合経済対策として、0歳か
ら 18 歳までの子どもがいる世帯
を対象に、子ども 1 人当たり 2
万円の子育て応援手当を支給し、
物価高の影響を受ける子育て世
帯を支援しました。

2 億 6000 万円2 億 5292 万円2 億 2226 万円
低所得者支援及び定額減税補
足給付事業



良
好
な
財
政
状
況
を
維
持

実
質
収
支　

29
億
８
千
万
円

　

歳
入
か
ら
歳
出
を
差
し
引
い
た
形
式

収
支
は
、
34
億
４
７
５
２
万
円
の
黒
字

で
し
た
。
こ
こ
か
ら
令
和
８
年
度
に
繰

り
越
す
べ
き
財
源
を
除
い
た
実
質
収
支

（
決
算
剰
余
）
は
、
29
億
７
６
４
５
万

円
に
な
り
ま
し
た
。

　

こ
の
よ
う
に
、
本
市
の
財
政
は
引
き

続
き
健
全
な
状
態
を
保
っ
て
い
ま
す
。

今
後
も
、
市
民
の
皆
さ
ま
の
暮
ら
し
を

支
え
る
た
め
、
効
率
的
で
持
続
可
能
な

財
政
運
営
に
努
め
て
ま
い
り
ま
す
。

　

令
和
２
年
度
に
小
・
中
学
生
の
個

別
最
適
な
学
び
を
実
現
す
る
た
め
に

導
入
し
た
、
１
人
１
台
端
末
の
更
新

な
ど
に
よ
り
、
物
件
費
が
前
年
度
か

ら
約
５
億
６
０
０
万
円
増
加
し
ま
し

た
。
ま
た
、
人
事
院
勧
告
を
踏
ま
え

た
給
与
改
定
に
よ
り
、
人
件
費
が
約

５
億
１
３
０
０
万
円
増
加
し
ま
し
た
。

　

一
方
、
小
中
学
校
屋
内
運
動
場
空
調

設
備
整
備
事
業
が
終
了
し
た
こ
と
な

ど
に
よ
り
、
普
通
建
設
事
業
費
は
約

20
億
８
１
０
０
万
円
減
少
し
ま
し
た
。

　

こ
れ
ら
に
よ
り
、
歳
出
総
額
は
前

年
度
か
ら
７
億
８
２
０
０
万
円
（
１
・

７
％
）
減
の
４
４
４
億
２
６
０
０
万
円

と
な
り
ま
し
た
。

歳
出　

４
４
４
億
３
千
万
円

その他
25.6 億円

444.3 億円
歳出歳出

扶助費
93.5 億円

人件費
84.0 億円

物件費
64.9 億円

普通建設
事業費

51.8 億円

公債費
45.9 億円

繰出金
42.8 億円

補助費等
35.8 億円

21％

19％

14％

12％

10％

10％

8％
6％

財源の変動に備える財政調整基金の
年度末残高は、前年度から 1632 万円
増加し、65 億 4651 万円でした。
また、公共施設の長寿命化や改修な
どに使われる公共施設等総合管理基
金などを含めた特定目的基金の年度
末残高は、前年度から 2300 万円減少
し、80 億 5233 万円でした。

財政調整基金 65.5 億円

減債基金 5.1 億円

（
特
定
目
的
基
金
）

公共施設等総合管理基金 15.4 億円

地域医療再生基金 15.5 億円

合併振興基金 34.1 億円

その他 15.5 億円

基金残高基金残高
年度末

主
な

北地区交流センター整備事業 1 人 1 台端末整備事業

文部科学省が推進する個別最適
な学びを実現するため、令和 2
年度に市内の全小・中学生に導
入した 1 人 1 台端末を更新し、
ICT を活用した学習環境の充実を
図りました。

令和 7 年度も学校給食費や保育
園などの副食費の無償化を継続
しました。また、食物アレルギー
などで弁当を持参する家庭には、
給食費や副食費に相当する額を
支給しました。

地域コミュニティの新たな拠点
として、天満公民館と蕪崎公民
館を統合した「北地区交流セン
ター」を整備し、複数年にわた
る事業を経て令和 7 年度に完成
しました。

3 億 2472 万円3 億 576 万円
学校給食費・保育園等副食費
無償化事業 3 億 1322 万円


